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2012年3月8日

日本電信電話株式会社

代表取締役副社長

宇治 則孝

震災復興、日本経済再生に向けた
クラウドの可能性

ジャパン・クラウド・シンポジウム ２０１２

～ NTTグループの取り組みを中心に～
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�震災復旧においてICTが果した役割

�クラウドの可能性

�日本のクラウド展開に向けて
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被害状況概要

約260万戸約850万戸停電戸数

約30万回線約150万回線加入電話・フレッツ等

サービス
影響

約3,600本28,000本電柱損壊

架空ケーブル流出・損傷

中継伝送路断

基地局損壊

通信建物損壊

専用線

携帯基地局

約330km約2,700km（沿岸部）

ー90ルート

ー375局（復旧対象）

ー全壊：16ビル 浸水：12ビル

設備被害

約 4,000回線約29,000回線

約40局約4,900局

死者：6,434名

行方不明者：3名
死者：15,842名

行方不明者：3,475名
人的被害

マグニチュード7.3マグニチュード9.0地震規模

1995.1.172011.3.11発生月日

（参考）阪神・淡路大震災東日本大震災項目
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3

3月28日 1２月末

固定 携帯

9 1768

発災後

46ビル 307基地局

385ビル 4,900基地局

サ
ー
ビ
ス
中
断
ビ
ル
・
基
地
局

対応困難
エリア

（原発エリア等）

2
3

4月末

17

0ビル0ビル 18基地局 6基地局

通信の復旧状況

※1 島外避難地域の島嶼部

※2 道路寸断で工事困難なエリア等

※3 通信ビル機能は復旧。
お客様の避難解除に同期して
速やかにサービス復旧

※1

※2

※3
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電力確保の重要性

サービス中断した通信ビル

電源断
（298（78%））

伝送路切断
による孤立
（50（13%））

流出・全壊
（16（4%））

浸水
（12（3%）） 原発（9（2%））
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サービス影響数の推移

ｍａｘ

ｍａｘ

約150万

6720

発災

発災

2日後

1日後

サ
ー
ビ
ス
影
響
回
線
数

（万
回
線
）

サ
ー
ビ
ス
中
断
無
線
局
数

（千
局
）

固定系

移動系

※地震の揺れそのもので建物・設備が損壊し
サービス中断に至った事例は無かった。

全３８５ビル
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◆タブレット端末によるインターネット環境の提供

◆無料充電コーナー

◆無料インターネットコーナーの設置

◆無料衛星携帯電話◆特設公衆電話の設置
固
定
・
携
帯

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

◆無料携帯電話端末

約670台

約2,100台 約410台

約410ヶ所

約900台約3,900台

Ｉ
Ｃ
Ｔ
利
活
用

被災者の生活支援情報をポータルサイトで提供被災者の生活支援情報をポータルサイトで提供

【行政分野】 ・行政機関等への被災前後の地図情報・航空写真の無償提供【行政分野】 ・行政機関等への被災前後の地図情報・航空写真の無償提供

【医療分野】 ・避難所へのＴＶ電話等の無償提供による遠隔健康相談の実施【医療分野】 ・避難所へのＴＶ電話等の無償提供による遠隔健康相談の実施

・学校から保護者への一斉連絡システムの無償提供

・児童生徒の学習環境の整備支援

・学校から保護者への一斉連絡システムの無償提供

・児童生徒の学習環境の整備支援
【教育分野】

通信手段の確保、被災者支援の取り組み
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今回の震災の特徴

極めて広範囲（南北500km）極めて広範囲（南北500km）

原発事故原発事故

インターネットの普及
•世帯普及率90%強

インターネットの普及
•世帯普及率90%強

ICT外部環境の変化

携帯の普及
•90%強/ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ10%強

携帯の普及
•90%強/ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ10%強

個人発信メディアの普及
•Twitter/SNS/YouTube等

個人発信メディアの普及
•Twitter/SNS/YouTube等

広範囲での
通信のサービス断・輻輳

広範囲での
通信のサービス断・輻輳

広範囲・長期間におよぶ
停電・計画停電・節電

広範囲・長期間におよぶ
停電・計画停電・節電

多様なメディアを使った
安否確認

多様なメディアを使った
安否確認

多様なメディアを使った
情報共有

多様なメディアを使った
情報共有

ICTを用いたソーシャルメディア
の影響力

ICTを用いたソーシャルメディア
の影響力

極めて大規模極めて大規模

今回の震災の特徴と教訓

復旧・復興業務へのICT活用復旧・復興業務へのICT活用
ICT利活用の気運の高まり

・ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ普及率は世界最高水準

ICT利活用の気運の高まり
・ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ普及率は世界最高水準

主な課題
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�災害に強いネットワーク作りと早期復旧手段の整備
-重要機能の地域分散や多ルート化等の推進による広域災害への備え

-広域、長期間の停電に対する耐力の向上

-衛星、無線の活用推進 等

�被災後の情報流通手段の確保
-被災直後の安否確認等ニーズへの対応強化（輻輳への対策）

-お客様のニーズが音声からメール、インターネットと多様化 等

�災害時や復興時に役立つｻｰﾋﾞｽ・ｿﾘｭｰｼｮﾝの提供
-自治体支援、学校支援、遠隔医療 等

今後の災害対策に向けた基本的な考え方
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災害に強いネットワークと早期復旧：大ゾーン基地局

損壊

回線断

有線伝送路

有線伝送路

無線伝送路

人口密集地

エンジン

停
電

停
電

停
電

損壊

回線断

有線伝送路

有線伝送路

無線伝送路

人口密集地

エンジン

停
電

停
電

停
電

2012年2月で104局完成

（人口の約35%をカバー）
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着信側

（安否を確認したい人）

サーバ

回線交換

ネットワーク

通話規制

音声通話

パケットネットワーク

音声ファイル 音声ファイルを送信
音声メッセージを
ファイル化、自動送信

音声ファイルを送信

着信

お客様からの
メッセージを
お届けします

音声ファイルの受信

只今、直接おつなぎでき

ません メッセージをどうぞ

私は無事です

避難所にいます

音声ファイルの保存

私は無事です

避難所にいます

発信側

（安否を伝えたい人）

サービスイメージ

被災後の情報流通手段確保：音声メッセージ

２０１２年３月から提供開始
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使いやすい、わかりやすい安否確認サービス

災害用伝言
ダイヤル
（171）

災害用
伝言板

災害用
BB伝言板
（Web171）

音声音声 ﾃｷｽﾄﾃｷｽﾄ ﾃｷｽﾄﾃｷｽﾄ

Webサービス

ﾃｷｽﾄﾃｷｽﾄ画像画像

データベースの一元化データベースの一元化

クロスメディア化クロスメディア化

安否情報ソースの
多様化

安否情報ソースの
多様化

多様な端末サポート多様な端末サポート

音声入出力のサポート音声入出力のサポート
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�震災復旧においてICTが果した役割

�クラウドの可能性

�日本のクラウド展開に向けて
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� エネルギー・防災・街づくり（震災復興）

⇒ デジタル地図の活用

� 社会的課題の解決

⇒ 行政・医療・教育分野でのICT活用

� ３・１１震災からの教訓

⇒ 情報消失の防止、迅速な業務再開

公共サービスにおけるクラウドの意義
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リジリエンスを実現するBCP対応サービス

冗長構成
リモートバックアップ

冗長構成
リモートバックアップ

分散型NWデータセンタによるバックアップ

ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ / ｼｽﾃﾑ冗長
データセンタ

堅牢なデータセンタによるお客様システム保護

ｼｽﾃﾑ移行

お客様オフィス

テレワーク
スマートフォン活用

テレワーク
スマートフォン活用

仮想デスクトップ

在宅勤務体制の構築サポート

在宅勤務先 他支店

着信転送

マルチロケーション
ハウジング

マルチロケーション
ハウジング
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公共サービスにおけるICT利活用

コンビニ

マイナンバーマイナンバー

行政情報の提供 ワンストップサービス 安全に個人情報を閲覧

電子申告
各種手続き

キオスク自宅 役所

納税住民記録
社会保障

自治体クラウド
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・・・

・・・

他実証団体
データセンタ

（大分、宮崎、徳島）

佐賀県

災害等によるデータ消失回避
を目的としたバックアップ及び
リストアを実証団体間で実証

佐賀県内の6団体が参加

データセンタの業務システム
をサービスとして利用

LGWAN（総合行政ネットワーク）

佐賀県内のデータセンタ

自治体クラウドへの取組み

総務省「自治体クラウド実証事業」

� BPRによる業務の効率化

�業務システムの共同利用によるコスト削減

�サーバ台数減少によるコスト削減

� BPRによる業務の効率化

�業務システムの共同利用によるコスト削減

�サーバ台数減少によるコスト削減

期待される効果

2009年度から6府県78市町村が参加して実証実験を実施
クラウドによる業務アプリケーションの共同利用や他県とのデータバックアップを実証

国保年金
関連業務

税関連
業務

住民情報
関連業務

自治体クラウド基盤
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生活情報の収集・蓄積

遠隔保健指導

医療情報の連携による安心な社会

医療・健康クラウド

医療機関の蓄積情報

個人の蓄積情報

病院 介護施設

調剤薬局

シームレスな地域医療連携

診療所

認証機能
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フレッツＶＰＮ 等フレッツＶＰＮフレッツＶＰＮ 等等

クラウド型遠隔健康相談サービス

「ひかり遠隔健康相談」

遠隔健康相談
(テレビ電話、データ共有表示)

在宅での健康管理在宅での健康管理

提携の医師・保健師

提携医師、保健師による
保健指導

保健センターなど

グラフ等を対象者に提示しながら
TV電話で分かりやすく指導

健康管理士
保健師

歩数計

コミュニティでの健康増進コミュニティでの健康増進

体組成計

血圧計

クラウド型
遠隔健康相談サーバー
（健康情報の保管）

テナント

A自治体

B自治体

C医療機関

２０１１年９月サービス開始
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地域医療連携への取組み

セキュアなネットワーク

○○大学 医療センター
医療圏A 医療圏B 医療圏C

ＩＤ連携・
認証連携

情報流通
アクセス

制御
運用管理

医療情報流通基盤
施設間

情報交換

周産期

AP

脳卒中

AP統合画像
統合診療

情報
患者情報
相互参照

PHR

AP

統合画像

AP

がん

AP

統合診療

情報AP
・・・

自治体等データセンタ

国の施策として、病院・診療所等の医療情報を連携し、住民に安心安全で効果的
かつ効率的な医療を提供する地域医療連携を推進

・・・
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亀田総合病院との遠隔医療トライアル

医療法人鉄蕉会 亀田総合病院グループとNTTグループによる

遠隔医療共同実証トライアルの本格開始

電子聴診器

フレッツホン

医療健康共通基盤

フレッツフレッツフレッツフレッツ光光光光
ネクストネクストネクストネクスト・・・・

モバイルモバイルモバイルモバイル網網網網医師医師

調剤薬局調剤薬局

看護師・

ヘルパー

看護師・

ヘルパー

在宅患者在宅患者

遠隔での往診・
慢性疾患管理

在宅医療・介護支援

フレッツホン

アンドロイド
タブレット

体組成形 歩数計

パルスオキシ
メータ

血圧計 血糖計

遠隔服薬情報提供

介護サービス施設介護サービス施設
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ＩＣＴによる教育の質向上

■学校向けＩＳＰ
■電子黒板・構内ＬＡＮ
■デジタル教材編集・配信

■登下校見守り
■体験学習
■図書館システム

■遠隔授業
■バーチャル英会話
■連絡網システム

登下校情報
スクールゾーン

電子教材
学習履歴

イベントの
記録

教育分野でのクラウドを活用した教育の質の向上と校務の効率化

学校、教育委員会
（児童・教職員）

他校・地域社会
（児童・先生・地域住民）

家庭
（児童、教職員、父兄）

� 教育コンテンツのオンライン利用

� 学校毎に工夫した素材・コンテンツの共有

� 生徒毎の学習の進捗に合わせた指導

� 教育コンテンツのオンライン利用

� 学校毎に工夫した素材・コンテンツの共有

� 生徒毎の学習の進捗に合わせた指導

期待される効果

連絡網
学内ｗｉｋｉ

ブログ
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ＩＣＴによる需要家参加型エネルギーサービス実現

ウィンドファームメガソーラー

①スマートハウス

④電気自動車ネットワーク

⑤自立電源化

HEMS

ゲートウェイ

BEMS

⑥自然エネルギー

役場や学校等の
災害対策拠点

電力
供給者

見える化ポータル

スマートメーター

②スマートビル

スマートメーター

電気スタンド

高効率蓄電池

電気の供給事業者
と需要家間での電
力需給の情報連携

③デマンドレスポンス
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電力見える化サービスによる節電

2012年１月よりサービス開始
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２０１１年７月 「ＮＴＴ空間情報株式会社」の事業開始

詳細道路・家形地図詳細道路・家形地図 景観画像ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ景観画像ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 地下ﾋﾞﾙ各階ﾌﾛｱ地図地下ﾋﾞﾙ各階ﾌﾛｱ地図

配信プラットフォーム/アプリケーション（各種危機管理情報の一元的提供）

ｵﾙｿ航空写真、3D地図

河川水位雨量 台風潮位・津波 洪水

竜巻地滑り 噴火雷 地震

交通規制緊急道路 帰宅ﾙｰﾄ渋滞 避難所

ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞゲリラ豪雨（雨量ｾﾝｼﾝｸﾞﾈｯﾄﾜ-ｸ）

ＮＧＮ/インターネット

自保有ＤＢを正確な地図上でﾘｽｸ情報と重ね合わせて提供

自治体 企業 コンシューマグループ社内
�災害対策室

�設備保守

�市町村

�消防 等

�ﾗｲﾌﾗｲﾝ系企業

�損保会社等

�携帯ユーザ

�PCユーザ

地図
データ

まちづくり等に役立つデジタル地図の活用
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ＰＦサービスの
強化

３Ｄ空間ＤＢの
構築

システムの
高度化

基盤コンテンツの充実
（地形・衛星写真・住所）

情
報
の
充
実
度
・密
度

インフラ設備

地形

電気･ガス
（ｽﾏｰﾄｺﾐｭﾆﾃｨ）
通信
水道
交通 等

観光・行政・医療

教育・生活
（コミュニティ）

産業
営業（ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ）

他業種とのアライアンスにより多様な情報をつなぐ
（マッシュアップ）

A社 B社 C社 D社

古地図 新地図 時間

場所

多様な情報

時間軸：歴史を綴る（刻む）

今
後
の
展
開

地図によるコミュニティ情報の共有

従来の人⇔人による通信に加え、人⇔モノ、モノ⇔モノによる多様な情報をつなぐ通信が重要
空間情報を共通ＰＦとすることで、生活・文化・産業等、他業種とのアライアンスにより、
時間・場所・多様な情報をつなぐと共に、歴史を綴る（刻む）コミュニティ・アーカイブを実現
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ＩＣＴ利活用によるまちづくり「スマートひかりタウン熊本」

交通

観光

医療
福祉福祉福祉福祉 環境環境環境環境

教育

防犯防犯防犯防犯・・・・防災防災防災防災
伝統伝統伝統伝統・・・・文化文化文化文化

データ蓄積・分析
商業商業商業商業

行政行政行政行政エネルギー

サービス共通基盤（組合せ・活用（オープン化））

GISプラットフォーム（見える化）

“まち”を活性化させる８つの視点

学び・紡ぐ 便利 楽しい きれい 想い やさしい安心安全 うるおい
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企業活動企業活動 社会活動社会活動 個人活動個人活動

社会的課題の解決社会的課題の解決 豊かな生活豊かな生活新ビジネス新ビジネス

例：行動支援、健康管理
パーソナルコンシェルジュ

例：疫学、農業への応用
都市計画、ITS

例：ターゲット広告、
マーケティング、需要の先読み

Big Dataによる新たな価値の創造

価値ある知識の
創造と活用

クラウドに蓄積された
データの加工／分析

大規模処理基盤
の提供

データの収集
（Ｗｅｂ、ＧＰＳ、センサ、など）
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�震災復旧においてICTが果した役割

�クラウドの可能性

�日本のクラウド展開に向けて
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直流給電住宅

スマートグリッド

家庭
電気自動車

ホームＩＣＴ

エネルギー管理
（家庭）事務機器

ＰＣ／サーバ

オフィス

エネルギー管理
（オフィス）

自家発電

環境

ＩＣＴとの融合ＩＣＴとの融合

新たな社会システムの創造新たな社会システムの創造

地域医療連携

病院病院病院病院

診療所

電子カルテ

医療

遠隔医療

ＩＴＳ

路車間通信

屋外カメラ

交通

車車間通信

ＩＣＴ教育

学校学校学校学校

教育 電子教科書

校内ＬＡＮ家庭家庭家庭家庭

電子黒板

ｅラーニング

県庁

企業

行政
ネットワーク

遠隔ＴＶ会議
（パンデミック対策等）

電子政府
総合窓口

市役所・
出張所等

省庁

行政

自治体ポータル

ICT利活用による新たな社会システムの創造

ＩＣＴは、社会、業種、組織を横断的につなぐ横串
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スマートフォン、クラウド、スマートコミュニティ、
高臨場映像配信、ホームＩＣＴ、

映像コミュニケーション ・・・

ＩＣＴイノベーション

ＩＣＴイノベーションが日本と世界の成長の原動力

豊かな生活の
実現

社会的課題の
解決

社会・経済の
成長

グローバル展開

サービス創造の加速

モバイル・ＦＭＣの進化
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産官学による取り組みの強化と連携

法人 公共 コンシューマ

大企業
中小企業・

ベンチャー
電子行政 健康・医療 教育 農業 観光

利活用
戦略

利活用事例の

創出、活用促進

ＳＬＡ等の

利用環境整備

中期

技術

戦略

クラウド関連技
術の研究開発、

標準化

国際

戦略

事例の海外展開、

国際的ルール

作り等

健康･
医療

クラウド

業務連携
クラウド 教育

クラウド
農業

クラウド

マイグレーション検討

企業、団体、業種の枠を超え、日本におけるクラウドサービスの普及・発展を産官学が連携し
て推進するために民間団体「ジャパン・クラウド・コンソーシアム」を設立。横断的な情報共有、
新たな課題の抽出、解決に向けた提言活動等を以下の各WGにて検討中

観光
クラウド

次世代クラウドサービス検討
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�産官学における取り組みの強化と連携
- 大震災を契機に、議論よりクラウドの利活用促進・加速が重要

- 社会制度・仕組みの整備、規制等、山積される課題の解決

- しなやかな社会（リジリエンス）への展開

�進化のための道筋
- 日本再生に向けてＩＣＴ利活用の促進

- 国家戦略プロジェクトとしての「総合特区制度」等への期待

- 変革を恐れず新たな環境に適応

�世界をリードする存在になる
- 「課題先進国」から「課題解決先進国」へ

- 日本のＩＣＴ利活用ノウハウ・実績を世界に

われわれが進むべき道


